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 1. はじめに 

 

 近年における日本の深刻な経済危機は、原油価格の上昇による所得流出やリーマン・

ショックによる外需落込みなどといった海外からのショックという外発的要因のみを背景

に生じているわけではない。確かに、米国発の金融危機は日本経済の景気後退に拍車をか

けた。しかし、経済危機の重要な要因として日本の経済構造と経済政策のあり方が存在し

ており、内発的なショックとしての性格があることに注目すべきであると考える。 

 すなわち、経済危機の背景には、①賃金抑制で強められた資本の対外競争力、②格差拡

大と内需の落込みをもたらした「財政再建」路線と構造改革、そして③超低金利政策に

偏ったマクロ経済政策が円安・円キャリートレードの横行（投機マネーの累積→サブプラ

イムバブル→その崩壊）をもたらしたことなどがある。資本主義の持つ矛盾と新自由主義

による諸政策をめぐる問題について理論的な総括をせず選挙めあての場当たり的な政策を

実施しても本質的な問題解決にはならないと思われる。 

 2009年春以降に生じている景気の持直しは政府の経済対策と輸出関連企業の輸出増加に

頼る形となっており、それは2002年以降の景気回復過程の再現でしかなく、きわめて脆弱

なものにならざるを得ない。国民の税金注入で当面の経済危機対策が実施され、一時しの

ぎができたとしても、またその後始末のための財政負担となって国民へのさらなるしわ寄

せをもたらすことになる。 

 このような問題意識を持ちながら、本稿では、まずいま述べたような経済危機の背景と

経済政策のあり方を捉えたのち、デフレ経済の要因となっている内需の落込みと労働者の

貧困の実態を分析し、さらに現金給付型の財政措置が抱える諸課題を考察する。 

 



 

－ 43 － 

●
－自治総研通巻378号 2010年４月号－●

 

 2. 反復するバブルと崩壊 

 

(１) 投機マネーの膨張 

   今度の金融危機の現象に注目すれば、日本のバブル期に見られた金融機関による不

動産関連融資（貸付市場）の問題から、より重層化・拡散化された証券形態をとった

証券化商品市場の問題へと進行していることが特徴としてあげられる。すなわち、信

用力の低い個人向け住宅融資債権を流動化した証券への投資が複雑に重層化され金融

危機が世界に拡散し、そのため、世界経済は戦後最悪の同時不況に陥り、それだけ激

しく世界規模での信用崩壊と経済収縮を生じさせた。 

   産業的現実資本の過剰蓄積のもと大企業の自己金融化と資金調達手段の多様化の傾

向が強まり、情報技術の革新や金融取引の自由化（金融の「証券化」）を直接的な背

景とした擬制的金融商品の膨張と金融セクターの肥大化に拍車がかかった。そして、

先進諸国経済の産業企業は大量生産・大量消費の資本主義の行き詰まりを背景とした

需要停滞と遊休設備能力を抱え、実体経済では吸収しきれない過剰貨幣資本が累積し

自己増殖の機会を求める投機マネーが跋扈することとなる。それが実体経済の激しい

変動を惹起したことはいうまでもない(１)。 

   また、各国の財政出動を伴う景気刺激政策の継続は政府債務の累積を不可避にさせ、

それと同時に進む過剰な金融資本の蓄積がバブルと崩壊をさらに増幅させる波乱要因

となる。生産から遊離したところで「マネーがマネーを生む」投機の暴走が巨大利得

を膨らませ、そしてその虚構が顕わになると破裂する。要するに、今日の世界的な金

融危機は実体経済から遊離した投機的金融活動が現代資本主義の腐朽性・虚構性を深

めるとともに経済の不安定性を増幅させるなかで生じているのである。 

   企業行動にも注目しなければならない。1990年代に入ってグローバリゼーションの

進展から国際分業構造の流動化がもたらされ、同時に資本（多国籍企業）による途上

国・新興国の低賃金労働者の利用も進んだ。目先の利益追求を目的とする資本と労働

                                                                                 

(１) その過程で、日本のバブル・アジア通貨危機・ニューエコノミーバブル・サブプライムバブ

ルそして原油バブルつぎはドバイショックといった経緯が物語るようにバブルと崩壊が繰り返

し起きている。2009年11月に、不動産開発（高層ビルの建設・リゾート開発など）を進めてい

たドバイ政府系企業が債務について返済延期を要請したことがきっかけで、欧州の信用不安か

ら国際金融は再び混乱をした。さらには、アメリカなどの超低金利政策が生み出す過剰流動性

が中国やアジアで資産バブルを引きおこしかねない。 
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者の生活軽視が同時進行し、人間社会の基本が破壊されることになるが、グローバリ

ゼーションの進展がそうした企業行動を規定しているわけである。 

   そして、冷戦終結で市場経済化の圧力がさらに強まり、資本主義側に社会主義への

対抗装置（＝福祉国家的な制度的仕組み）の取外しが進められた。つまり、社会保障

費の削減や住民の生活を守るための公共サービスのアウトソーシング（市場化による

自己負担増と自助の強制）が推進された。福祉国家的な制度的仕組みが崩され格差が

拡大し多くの勤労者の生活苦が深刻になるなかで、社会の消費需要は停滞する。消費

性向の低い（所得のうち消費に充てる割合が低い）一部の富裕層に成長の成果が集中

して分配されるならばやがて消費は飽和し、溜め込まれた貯蓄の過剰がバブルを生み

出す温床ともなる。このような激しい経済変動は「暴走する資本主義」には避けられ

ない宿命である(２)。 

   国際的な資金の流れを見ると、世界各国・地域が経済成長をアメリカの過剰な消費

に頼り、これに伴う米経常収支赤字を各国・地域が外貨準備を通じた資金環流で穴埋

めする構図である。それが持続可能でなければ、経常収支赤字国（アメリカ）は貯蓄

率の引上げ＝消費抑制・財政赤字縮小・輸出拡大、経常収支黒字国（中国、日本、ド

イツ等）は内需拡大・輸出依存の引下げといった政策が求められることとなる。要す

るに、内容的には各国の内需拡大を通じてアメリカの輸出を拡大するということにほ

かならないが、海外マネーの流入に依存しながら巨額の経常収支と財政の赤字を穴埋

めしなければならないアメリカ経済の体質は構造的であるだけにその不安定性は当分

続く。いうまでもなく、世界経済のマクロバランスにおける不均衡問題には現代資本

主義における腐朽性・虚構性とそれに伴う過剰蓄積と貧富の格差問題が内包している。 

   日本における経常収支の黒字恒常化は、国内需要をはるかに凌駕するほど巨大化し

                                                                                 

(２) 投機資金が商品先物市場への流入で生じた食料価格の高騰から第三世界の人々が飢餓に苦し

むなど、人間の生存権を破壊してまで資本は目先の利益を追求する倒錯した資本主義の実態を

さらけ出す。さらに、ハイ・レバレッジのビジネスモデル（借入に対して過小な資本）が横行

し、消費者金融の広範な攻撃的拡大を通じて過剰資金が運用先を求めて労働者世帯をも融資対

象にしながら重層的搾取を強める。そして、住宅価格の上昇（ホームエクイティ・ローンの枠

拡大）を背景とした住宅や自動車の購入と中東（アフガニスタン・イラク）戦争による戦費の

増加に支えられたアメリカの過剰・大量消費が新興国や日本における資本の過剰生産を吸収し、

表層的な均衡を保とうとする。しかし、投機マネーの活動によって市場価格が実体経済から遊

離した水準に吊り上げられているのであるから、いずれその虚構性が暴かれ崩壊せざるを得な

い。その過程で不可避となる経済収縮は企業倒産や設備廃棄を伴う失業など労働者の生活困窮

となって跳ね返ってくる。 
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た資本の生産力を背景として生じているのであるから、日本経済は外需依存の体質か

ら抜けられない。日本にとっては、金融サミットや米政府から提唱されるまでもなく

安定的な内需の拡大策が必要である。その中身では需給ギャップを埋めるため単に公

共事業の追加やエコポイント制による買い替え促進といった需要刺激政策としてでは

なく、労働環境の改善や福祉の充実など安心できる国民生活を築くために必要なので

ある。構造的な資本の過剰蓄積を直視し、この経済社会のありように心を配ることが

重要である。 

   グローバリゼーションの進展で、資本は労働者の立場を弱体化させ資本蓄積を進め

る。そして、ＢＲＩＣｓ（ブラジル、ロシア、インド、中国）等の台頭の結果、日本

などの先進諸国の低スキル労働者の賃金抑制をもたらす。日本の労働法規の規制緩和

にも見られるように、格差拡大を伴う労働編成への転換を伴いつつ、労働者の立場を

相次いで弱体化させ、低賃金労働者の確保を容易にさせ資本が相対的過剰人口を世界

的ばかりでなく国内的にも確保し得る状況をつくりだした。その意味では、内需拡大

の問題は現代資本主義に内包する経済構造のあり方にかかわっている。 

 

(２) 史上空前の企業利益と雇用破壊 

   日本経済の深刻な危機は海外からのショック（原油価格の上昇による所得流出や

リーマン・ショックによる外需落込み）という外発的要因のみを背景に生じているわ

けではない。確かに、米国発の金融危機は日本経済の景気後退に拍車をかけた。しか

し、経済危機の重要な要因として日本の経済構造と経済政策のあり方が存在しており、

内発的なショックとしての性格があることに注目すべきである。 

   2002年春から2007年秋までの日本経済の景気回復は、格差拡大を内包した内需抑

制・外需依存型のものであった。図表１に示したように、この景気回復の要因となっ

たのは、輸出の急激な増加であり。その背景にアメリカの住宅・消費バブルと円安が

あった。ドル以外の通貨も含めて貿易ウエイトを加味した円の総合的な価値を示す実

質実効為替レート指数はこの時期120から90まで円安の方向にシフトしている。 

   輸出関連の大企業は生産拡大・資本蓄積を強化する一方で、その過程で増えた企業

利益を賃金所得の分配に向けず、内部留保と株主への配当等に充てた。1990年代末か

ら大きく落ち込んだ賃金は、同図表で明らかであるように、景気回復局面とされる

2002年以降も落ち込んだまま低水準に推移した。2002年から2007年までの間、資本金

10億円以上の大企業（約5,500社）の利益剰余金は48.5兆円も増加している。また、 
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図表１ 賃金、輸出と為替相場の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1. 「名目実効為替レート」は、円と主要な他通貨間のそれぞれの為替レートを、日本と当該

相手国・地域間の貿易ウエイトで加重幾何平均したうえで、基準時点を決めて指数化する形

で算出される。名目実効為替レートが不変でも、貿易相手国・地域の物価上昇率が日本の物

価上昇率を上回っている場合には、日本の相対的な競争力は好転するので、こうした点を考

慮に入れた物価調整後の実効為替レートが「実質実効為替レート」である。 

  2. 賃金指数は、現金給与総額（季節調整済指数、事業所５人以上の調査産業計）である。 

  3. 厚生労働省「毎月勤労統計調査」、日本銀行のホームページにより作成。 

 

図表２ 大企業の従業員給与・利益剰余金・配当金（当期末）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1. 資本金10億円以上の企業（金融保険業以外）。 

  2. 利益剰余金は、利益準備金、積立金、繰越利益剰余金の合計額から算出した。 

  3. 財務省「法人企業統計年報」により作成。 
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  利益配分にあたっては手厚い配当金で株主利益を優先している。 

   これは市場経済化の圧力を受けた企業行動の必然的な帰結である。言い換えれば、

現下の経済危機は史上最高の企業利益と非正規雇用の拡大（低賃金）といういわば資

本主義の原理的な要請に忠実な経済過程（資本蓄積構造）によって現出したものとい

うことになる。そして、「格差」拡大や貧困の問題にはこのような経済的なメカニズ

ムが通底して存在していることに注目すべきである。 

   利益増加の背景には、グローバル化が進展するなか金融資産運用や海外生産から得

る利益の増加ばかりでなく人件費の抑制があった。そして、前二者は経済の金融投機

化と自国産業の空洞化をもたらし雇用につながる生産を縮小させるため、それがさら

に人件費を抑制する圧力となる。この間生じた賃金の落込みを見れば、大資本にもた

らした巨額の剰余価値は労働者を犠牲にして形成されたことは自明である。労働の成

果である剰余価値をストックすることで形成された内部留保をめぐって、雇用確保に

対する大企業の社会的責任のあり方が問われる。 

   財政政策では、成長率（税収）の低下と少子高齢化（財政需要の増大）のもと、資

本と富裕層による公的負担の忌避を続けながら、小さな政府による規制緩和・「財政

再建」路線で財政危機を深刻にさせた。その公的負担の忌避は法人税の税率引下げと

所得税の累進税率フラット化に象徴されるが、それが所得課税における財源確保機能

を弱めているのである。あわせて、雇用の破壊に伴う労働者の所得逸失（非正規雇用

者が正規雇用であれば得られたはずの所得を失うことなど）が内需を冷え込ませるば

かりでなく、所得課税や社会保険料の収入減（保険料の未納者の増加など）を通じ財

政基盤の脆弱化を引きおこす。 

   要するに、この経済危機の背景には①賃金抑制で強められた資本の対外競争力、②

格差拡大と内需の落込みをもたらした「財政再建」路線と構造改革、そして③超低金

利政策に偏ったマクロ経済政策が円安・円キャリートレードの横行（投機マネーの累

積→サブプライムバブル→その崩壊）をもたらしたことなどがあり、日本の経済構造

と経済政策のあり方が大きくかかわっているのである。 

   資本主義の持つ矛盾と新自由主義による諸政策をめぐる問題について理論的な総括

をせず選挙めあての場当たり的な政策を実施しても本質的な問題解決にはならない。

2009年春以降に生じている景気持直しが政府の経済対策と輸出関連企業の輸出増加頼

みとなっている状況は、2002年以降の景気回復過程の再現でしかない。 

   鳩山内閣の経済対策には、子ども手当、省エネ家電のエコポイント延長や住宅版エ



 

－ 48 － 

●
－自治総研通巻378号 2010年４月号－●

 

コポイントの創設等による家計支援、企業の資金繰り援助の拡充や雇用調整助成金の

要件緩和等が盛り込まれている（近年の経済対策については図表３を参照）。その際、 

 

図表３ 近年の経済対策の概要 

(１) 2009年４月までの経済対策 

 

対    策 
安心実現のための 

総合対策 
生活対策 

生活防衛のための 
緊急対策 

経済危機対策 

策 定 時 期 2008年８月29日 2008年10月30日 2008年12月19日 2009年４月10日 

対 応 予 算 
平成20年度第１次補正
予算（2008年10月16日
成立） 

平成20年度第２次補正
予算（2009年１月27日
成立） 

平成20年度第２次補正
予算（2009年１月27日
成立） 
平成21年度予算（2009
年３月27日成立） 

平成21年度補正予算
（2009年５月29日成
立） 

生活支援、民需
喚起等 

・高齢者の医療関連負
担（医療費、保険料
等）の軽減 

・高速道路料金の引き
下げ 

・定額給付金 
・高速道路料金の引き
下げ幅拡大 

・住宅ローン減税拡大
・環境対応車減税 

・住宅取得のための贈
与について贈与税減
免 

・環境対応車購入助成 
・エコポイント制度に
よるグリーン家電の
購入促進 

雇 用 対 策 
非正規雇用対策（職業
紹介強化等） 

地域における雇用機会
の創出（ふるさと雇用
再生交付金） 

・雇用保険料引き下げ
・雇用保険の給付対象
拡大 

雇用調整助成金拡充
（6,000億円） 

公 共 投 資 
・災害復旧・防災、消
防 

・文教施設等の耐震化

公共施設の耐震化等防
災対策 

― 

・社会資本ストックの
耐震化・予防保全対
策 

・防災対策 

社会福祉、医療 

・新型インフルエンザ
対策 

・認定こども園の緊急
整備 

・介護報酬改定 
・子育て支援サービス
の緊急整備 

福祉・介護分野におけ
る職場体験事業 

・高齢者の医療費負担
軽減 

・介護職員の処遇改
善、スキルアップ促
進 

・子育て応援特別手当
の拡充 

企業向け支援、
成長力強化 

・燃料負担の大きい特
定業種支援 

・省エネ・新エネ設備
の導入促進 

先端技術研究開発、イ
ノベーション促進 

・省エネ・新エネ設備
等についての投資減
税措置導入 

・中小企業の軽減税率
の引き下げ 

・農地集積加速化促進
事業 

・世界最先端研究支援
強化プログラム 

金融安定化 

・原材料価格高騰対応
等緊急保証の導入 

・セーフティーネット
貸付の強化 

中小企業向け緊急保証
枠及び政府系金融機関
貸付枠の拡大（９兆円
→30兆円） 

・金融機能強化法に基
づく国の資本参加枠
を拡大（２兆円→12
兆円） 

・銀行等保有株式取得
機構の活用・強化
（20兆円） 

・緊急保証の規模拡大 
・政策投資銀行・商工
中金の危機対応長期
資金貸付枠拡大（２
兆円→10兆円） 

そ の 他 
地方公共団体支援（減
収補填） 

消費者政策強化 

・経済緊急対応予備費
（１兆円） 

・地方交付税増額（１
兆円） 

・地域活性化・公共投
資臨時交付金、地域
活性化・経済危機対
策臨時交付金 

・公共事業等の前倒し
執行 

事 業 規 模 11.5兆円 26.9兆円 37兆円 56.8兆円 

国 費 1.8兆円 5.0兆円 4.0兆円 15.4兆円 
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(２) 明日の安心と成長のための緊急経済対策（2009年12月８日） 

 

雇     用 
・雇用保険制度の機能強化 

・重点分野における雇用の創造 等 

環     境 

・環境対応車への購入補助の延長 

・エコポイント制度の改善 

・住宅版エコポイント制度の創設 等 

景     気 
・「景気対応緊急保証」の創設、セーフティーネット貸付等の延長・拡充 

・住宅金融の拡充 等 

生活の安心確保 
・現行高齢者医療制度の負担軽減措置の継続 

・医療保険による生活支援 等 

地 方 支 援 
・国税収入の減少に伴う交付税減少額の補てん 

・地方公共団体によるきめ細やかなインフラ整備等を支援する交付金 等 

事 業 規 模 24.4兆円 

国     費 7.2兆円 

(注) 内閣府資料等により作成。 

 

  既述したような積み上げられている大企業の内部留保に注目すれば、政府による後追

いの失業対策や経済対策は、（雇用を確保し労働者の生活を守る）企業の責任を放免

し、対策の後始末のための税負担増となって国民に転嫁させかねないものであること

にも注意すべきである(３)。経済危機の要因が正しく把握されないまま、国民の税金

注入で経済危機対策が実施され、またその後始末のための財政負担が労働者へのさら

なるしわ寄せをもたらすことになる。この経済危機を景気対策によって解決される問

題であると矮小化して認識すべきではないのである。 

                                                                                 

(３) 企業による人件費負担の削減＝家計所得の減少を政府が事実上補填することについて、筆者

の考え方とは逆に、積極的に評価する見方もある。「いまの子育て世代は、企業が人件費の削

減を進めるなかで所得を抑えられてきた。だから、政府が『社会で子育てを支える』という発

想で支援に取り組む姿勢それ自体は買いたい」（「保育所も、財源を考えて」「朝日新聞」社

説、2010.3.13）。また、「総額２兆円強の子ども手当を支給しても、2009年の名目雇用者報

酬は前年から10兆円減っており、穴埋めには力不足だ」（「日本経済新聞」2010.3.12）と

いった指摘も、給与削減を財政からの現金給付で「穴埋め」をするという発想に立ったもので

あり、前者の記事の主張と軌を一にするものである。 

   雇用環境の改善等は資本の労働者に対する「妥協」を意味するのであるから、労働者の組織

的な闘い抜きでは実現しない。そのようなまともな労働者待遇が実現されたそのうえで、低所

得者支援など所得再分配に配慮した「福祉国家」的な政策で修復されるべきものである。労働

者の困窮問題など極度に歪められた経済システムが放置されたままであれば、それを修復しよ

うとしても社会保障の財政基盤も脆弱になると同時に制度自体から排除される者も多くなる。

そして何よりも、労働者の組織的な運動の支えがなければ、社会保障措置も「政権交代」など

の政治情勢次第では資本による「手抜き」すなわち安上がりな社会保障によるいわゆる「小さ

な政府」への回帰が進められるなど不安定なものにならざるを得ない。 
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 3. デフレ経済と労働者の貧困 

 

(１) 政府の「デフレ宣言」 

   2009年11月20日の「月例経済報告」で、政府は日本経済が「緩やかなデフレ状況に

ある」と認定した。2006年６月以来３年５ヵ月振りのデフレ宣言ということになるが、

消費者物価の伸び率がマイナスを記録したのは1994年第４四半期で、それ以来消費税

増税（1997年）や原油価格の高騰（2008年）で物価が一時的に上昇した時期を除けば

デフレが続いて久しい（図表４参照）。政府は先行きの景気下押しリスクに「デフ

レ」を新たに加え、政府としても持続的な物価下落が景気に悪影響を与えかねないと

して警戒感を強めたといえる。 

   政府はデフレ宣言について、①物価の基調判断として重視しているコアコアＣＰＩ

（生鮮食品、石油製品およびその他特殊要因を除く総合消費者物価指数）が６ヵ月連

続で前月比マイナスになったこと、②名目ＧＤＰ成長率が実質ＧＤＰ成長率を２四半

期連続して下回ったこと、③需給ギャップの大幅なマイナスが続いていると見込まれ

ること、などを総合的に勘案して判断したと説明している(４)。 

 

図表４ 消費者物価指数（東京都区部・前年比）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 総務省「平成17年基準 消費者物価指数」により作成。 

                                                                                 

(４) 菅直人内閣府特命担当相（経済財政政策）の記者会見（2009年11月20日）を参照。 
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   マイナスの需給ギャップ(５)を背景に、少ない需要を取り合う企業の低価格競争か

ら物価下落が続き、賃金の減少に伴う購買力の縮小と企業活動の停滞が同時進行する

悪循環に陥る。また、経済界が労使交渉で「デフレ経済」を材料に賃金切下げを労働

者に認めさせればデフレスパイラル懸念が一段と強まることになる。前回デフレ宣言

した2001年の景気後退期におけるＧＤＰギャップが△４％超と推計されたが、その後

４年にわたって日本経済はデフレに陥った。デフレ宣言は日銀に金融緩和をさせる圧

力になっているが(６)、それにひきかえ政府が財政政策をどうしようとしているのか

必ずしも明確ではない。2010年度予算では、公共事業の大幅削減やガソリン税の暫定

税率の廃止撤回あるいは高速道路無料化の細切れ実施などは景気にマイナスの効果を

持つことはいうまでもない。政府は、デフレ脱却の時期を設定したうえで、それに向

けた具体的な政策を明示し執行する必要がある。 

   図表５に示したように、名目ＧＤＰは2008年以降大幅な落込みとなっており、2010

年度の政府経済見通しによる名目ＧＤＰは475兆円で、ほぼ1991年度の水準にとど

まっているのが実態である。いわば「失われた20年｣(７)ということになる。 

   政府は、予算編成後の12月30日に、「新成長戦略基本方針」を閣議決定している。

環境や医療・介護などで計100兆円超の新たな需要を創出し産業を育成し、さらにア

ジアの経済成長も取り込むことで、ＧＤＰの平均成長率を実質２％以上とすることを

目指すとしている。そして、年平均３％の名目経済成長を続け、2020年度の名目ＧＤ

Ｐとして650兆円程度を掲げたが、肝心のデフレ脱却目標が設定されていない。 

   日本経済は2008年度と2009年度に連続して大きなマイナス成長となったが、政府

（麻生内閣）は、景気の基調は2009年１～３月期に底を打ったとの判断を行ってい 

                                                                                 

(５) 内閣府の推計によれば、2009年１～３月期の需給ギャップ（潜在ＧＤＰ比）は過去最悪のマ

イナス8.0％（年率換算40兆円程度）となり、その後も大幅なマイナスが続き2009年10～12月

期でマイナス6.4％・年率約30兆円の需給ギャップである。内閣府『日本経済2009－2010』

（2009.12）、「朝日新聞」（2010.3.16）等を参照。 

(６) 日本銀行は、2009年12月１日に臨時の金融政策決定会合を開き、「ゼロパーセント以下の物

価のマイナスは許容しない」として、年0.1％の超低金利で総額10兆円の資金を供給する追加

的な金融緩和措置を決定した。「新しい資金供給手段の導入によって、やや長めの金利のさら

なる低下を促すことを通じ、金融緩和の一段の強化を図」り、日銀適格担保を持ち込めば、

３ヵ月間固定金利（現状では無担保コールレート翌日物の誘導目標水準0.1％）で資金を供給

することとした。さらに、日本銀行は、2010年３月17日の金融政策決定会合で、資金供給量を

20兆円に増額することを決め、金融緩和の姿勢を強めている。 

(７) The Economist誌は、1990年のバブル崩壊から始まった日本経済の衰退過程が20年たったいま

も再びデフレで苦しんでいるとして、その様子を“Japan's two lost decades”と表現している。 
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図表５ 名目ＧＤＰの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注) 内閣府「平成20年度国民経済計算（平成12年基準・93ＳＮＡ）」より作成。2009年度は政府

実績見込み、2010年度は政府見込み。 

 

  る(８)。 

   2010年度の経済成長率の政府見通しでは、図表６に示したように、名目成長率は

0.4％増、物価変動の影響を除いた実質で1.4％増とした。実質成長率が名目を下回る

「名実逆転」が2010年度も続き、1998年度から13年連続の「名実逆転」である。名

目・実質とも２年連続で大幅マイナスが避けられない2009年度（景気の実感に近い数

値の名目経済成長率のマイナス4.3％は戦後最悪の予測）に比べて大幅な回復を見込

んでいるが、この筋書き通りに実現するかどうか心許ない。 

   政府の見込みでは、世界経済の回復による輸出の伸びと「家計支援」の効果による

個人消費支出の伸びとともに、企業の設備投資や住宅投資が持ち直すこととなってい

る(９)。しかし、中国や新興国向けの輸出が伸び外需が経済をかろうじて牽引すると 

                                                                                 

(８) 2009年６月17日に公表した「月例経済報告」で、景気の基調判断を２ヵ月連続で上方修正し

「悪化」という表現を削除した。そして、同日の記者会見で与謝野経済財政相は「（景気は）

１～３月期に底を打ったと強く推定される」と述べ、事実上の底打ち宣言を行っている。 

(９) 2010年度の政府経済見通しは、輸出の伸びを8.3％増と見込み、個人消費支出は1.4％増と、

なかでも子ども手当が0.2％、農業の戸別所得補償制度が0.1％それぞれＧＤＰを押し上げると

試算している。設備投資は2009年度の16.5％減から2010年度は3.1％増まで持ち直すと見込み、

住宅投資も６年振りでプラスに転じ1.0％増と見込んでいる（いずれも数値は実質）。 
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図表６ 経済成長率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注)1. 2008年度までは実績、2009年度は実績見通し、2010年度は見通し。 

  2. 内閣府「平成22年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」等により作成。 

 

  しても、それでは自律的な景気回復局面に移行したとはいえない。雇用情勢の悪化が

やまず個人消費の伸びにも大きな期待はできそうにないからである（図表７参照）。

賃金については、基本給・残業時間・一時金などの大きな減少で、図表８に示したよ

うに、2008年後半以降の現金給与総額の落込みは過去に経験したことがない大幅なも

のとなっている。賃金の減少傾向に歯止めがかからない状況が続いている。 

   鉱工業生産指数はアジア向け輸出の増加や自動車など耐久消費財の需要増に支えら

れて2009年２月を底にして持ち直している。なお、生産水準に注目すれば、リーマン

ショック後の落込み幅が大きく、依然としてピーク時の８割にとどまっている（図表

９）。自動車など輸送機械類・電機機械類などの加工業種が鉱工業生産の約５割を占

めそのうえ輸出依存度が高い。そのためこの間の生産回復も中国の高度成長政策に支

えられた外需主導型のものとなっている。国内では政府によるエコカー補助金やエコ

ポイントなどによる梃子入れによる耐久消費財の出荷の伸びもあるが、持続的な押上 
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図表７ 主要需要項目別経済成長率寄与度（実質） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1. 2008年度までは実績、2009年度は実績見通し、2010年度は見通し。 

  2. 内閣府「平成22年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」等により作成。 

 

図表８ 季節調整済賃金指数（事業所規模５人以上：現金給与総額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 厚生労働省「毎月勤労統計調査」により作成。 
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図表９ 鉱工業生産指数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 経済産業省「鉱工業指数（鉱工業生産・出荷・在庫指数）」（季節調整指数）により作成。 

 

  げ効果は期待できない(10)。 

   また、日銀短観によれば、企業の設備過剰感が過去最高水準にあり設備投資計画額

では過去にない落込みで、設備投資の停滞は長期化することが懸念されている（図表

10）。このような企業の設備投資の停滞は、世界経済が金融危機によって打撃を受け 

                                                                                 

(10) 2009年12月８日に閣議決定した「緊急経済対策」で、エコポイント制度やエコカー補助金を

継続することとされた。 

  ・「エコカー減税」（2009年４月から３年間の時限措置として実施） 

    低燃費自動車への買い替えを促進するために、自動車取得税と重量税を減免する。 

  ・「エコカー補助金」（2009年４月10日－申請受付は６月19日－から2010年３月末までの時限

措置として実施。2010年９月末まで期間が６ヵ月延長） 

    新車登録から13年超の車を廃車にして低燃費の新車に買い替えた場合などに補助金を支給

する。 

  ・「エコポイント制度」（2009年５月15日以降に購入した製品。実施期間を2010年末まで９ヵ

月間延長） 

    地球温暖化対策、経済の活性化および地上デジタル対応テレビの普及をはかるため、グ

リーン家電の購入により様々な商品・サービスと交換可能なエコポイントを取得する。 

    グリーン家電は、統一省エネラベル４☆相当以上の「エアコン」、「冷蔵庫」、「地上デ

ジタル放送対応テレビ」の家電。エコポイントによる商品交換は、省エネ効果の高いＬＥＤ

電球や電球形蛍光灯、充電式ニッケル水素電池を推進していく。 

  ・「住宅版エコポイント制度の創設」 

    エコポイントの発行対象となる工事の期間は、2009年度第２次補正予算の成立日－2010年

１月28日－以降に工事が完了し、引き渡されたものを対象。ただし、エコリフォームについ

ては、2010年１月１日以降工事に着手したもの。エコ住宅の新築については、2009年12月８

日以降の着工に限定。ポイント発行の申請期限はエコリフォームが2011年３月末、エコ住宅

の新築は一戸建てで同６月末、共同住宅で原則同12月末までとする。 
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図表10 設備投資計画額（全産業・前規模） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注) 日本銀行「企業短期経済観測調査」（ソフトウエアを含む設備投資額・除く土地投資額）に

より作成。 

 

  需要の急激な縮小から製造業の過剰生産能力が顕在化しているからにほかならない。

また、社会の需要を左右する消費能力は労働者の所得によって決まるから、既述した

賃金の大幅な減少傾向がこの資本過剰状態を構造的なものとする。 

 

(２) 労働者の貧困 

   うえで述べたように、デフレ経済の原因は「労働者の貧困」に伴う内需の落込みで

ある。日本の労働者の貧困状態は国際比較でも明らかである。ＯＥＣＤの2009年の統

計によれば、日本の相対的貧困率(11)は14.9％で、メキシコ（18.4％）、トルコ

（17.5％）、アメリカ（17.1％）に次いで４番目に高い（ＯＥＣＤ加盟国の平均は

10.6％)(12)。それだけ貧富の格差が大きくなっていることであるが、とくに注目すべ

きは、現役世帯（世帯主が18～65歳の世帯）において、日本では相対的貧困ラインを

下回る世帯のなかで82.8％が有業者のいる世帯（うち有業者が二人以上いる世帯が

39％）ときわめて高いことである。格差社会の先進国といわれるアメリカでさえ72％

                                                                                 

(11) ＯＥＣＤの計算方法では、等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人数の平方根で割った

値）が社会全体の等価可処分所得の中央値の50％に満たない世帯の割合として算出される。 

(12) 長妻昭厚生労働相が2009年10月20日に公表した日本の相対的貧困率でも2006年が15.7％とＯ

ＥＣＤ諸国のなかで第４位にあり、2003年の14.9％から上昇している。政府による貧困率の公

表は、戦後厚生省が行っていた「厚生行政基礎調査報告」（1953～1965年）以来であり、政府

が貧困問題を自覚し重く受け止めようとする意思表明として注目されている。 
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であり日本より10ポイント低い。イギリスは33％、ドイツは33.6％と低く、ＯＥＣＤ

平均では62.7％である（図表11参照）。 

   これは、日本が働いても貧困から抜け出せない深刻なワーキングプアの社会になっ

ていることを物語るものである。低すぎる賃金水準や労働者待遇のあり方に起因する

ものであり、政府が税と社会保障給付などで所得再分配機能を発揮する以前の働き方

そのものの問題である。所得再分配効果が弱くなっている租税制度を是正し、国際比

較でも低水準にある子育て支援を含む家族関連の社会支出を増やしたりする必要があ

るとしても、劣悪な働き方を原因として生じている貧困問題をそのままにしながら現

金給付など税財源の投入で取り繕うことは、労働・雇用問題における企業責任を財政

負担に転嫁するものにしか過ぎない。また、労働者が直面している生活の窮状を財政

で糊塗する手法は財政の負担をむやみに膨張させてしまう。そもそもワーキングプア

を予防する完全雇用政策や最低生活保障システムは福祉国家の根幹となるものにほか

ならないが、労働者の困窮問題など極度に歪められた経済システムが放置されたまま

であれば、社会保障の財政基盤も自ずから脆弱なものになり財政の持続可能性はなく

なる。 

 

図表11 現役世帯における貧困率の国際比較（2000年代中期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) OECD Factbook 2009: Economic, Environmental and Social Statistics. 
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   所得制限なしで給付する子ども手当や高校無償化は、子どもの貧困対策など低所得

者対策というよりも社会全体で子育ての負担を分かち合うことあるいは教育費の受益

者負担から子ども達の教育を受ける権利をあまねく保障することという理念に基づく

ものであるが、そうであるならば手当の支給とは別に、（手当の支給それ自体が全体

の底上げの効果を持つとしても）貧困世帯にターゲットを絞った公的支援策の強化で

補うことが必要である(13)。同時に、子ども手当や高校無償化をさらに徹底し国民の

                                                                                 

(13) 「民主党政策集ＩＮＤＥＸ2009」は、子ども手当の創設と所得税改革との関係に触れながら

つぎのように述べている。 

  ・子ども手当の創設 

    次代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを応援する観点から、所得税の扶養控除や配偶

者控除を見直し、子ども手当を創設します。子どもが育つための基礎的な費用（被服費、教

育費など）を保障するため、中学校卒業までの子ども一人当たり、月額２万6,000円（年額

31万2,000円）を支給します。 

  ・所得税改革の推進 

    相対的に高所得者に有利な所得控除を整理し、税額控除、手当、給付付き税額控除への切

替えを行い、下への格差拡大を食い止めます。……所得の高低に関係なく税額から一定額を

差し引く税額控除や所得控除から手当への切替えは中・低所得者に有利な政策です。給付付

き税額控除は、税額控除の額より税額が低い場合、控除しきれなかった額の一定割合を給付

するものであり、税額控除と手当の両方の性格を併せ持つ制度です。……人的控除について

は、「控除から手当へ」転換を進めます。子育てを社会全体で支える観点から、「配偶者控

除」「扶養控除（一般。高校生・大学生等を対象とする特定扶養控除、老人扶養控除は含ま

ない。）」は「子ども手当」へ転換します。また、その際は、年金生活者の負担増とならな

いよう、年金課税の見直しも行います。 

  ・給付付き税額控除制度の導入 

    相対的に高所得者に有利な所得控除を整理し、必要な人に確実に支援ができる給付付き税

額控除制度を導入します。生活保護などの社会保障制度の見直しとあわせて、①基礎控除に

替わり「低所得者に対する生活支援を行う給付付き税額控除」、②消費税の逆進性緩和対策

として、基礎的な消費支出にかかる消費税相当額を一律に税額控除し、控除しきれない部分

については給付をする「給付付き消費税額控除」、③就労への動機付けのため、就労時間の

伸びにあわせて「給付付き税額控除」の額を増額させ、就労による収入以上に実収入が大き

く伸びる形で「就労を促進する給付付き税額控除」 ― のいずれかの目的若しくはその組み

合わせの形で導入することを検討します。ただし、不正還付・不正受給を防ぐためにも所得

の正確な把握が必要であり、納税と社会保障給付に共通の番号制度の導入が前提となります。

なお、税額控除額全額を控除するだけの税額がなく、給付を受けることになる場合は、その

給付額はまずは年金や医療等の社会保険料負担分と相殺することを検討します。 

   これでも分かるように、子ども手当は「次代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを応援す

る」ためのものであり、貧困対策など低所得者対策とは区別されている。後者への対策として

は、「下への格差拡大を食い止め」るため所得控除を整理し、税額控除・手当・給付付き税額

控除への切替えを行うとしている。とくに、「税額控除と手当の両方の性格を併せ持つ」給付

付き税額控除制度は「必要な人に確実に支援ができる」ものとして、所得再分配政策の柱に位

置づけられているようである。 
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基礎的所得（ベーシック・インカム）を政府が普遍的に保障するという制度(14)を指

向するならば、手当の給付を所得と認識して累進的な所得課税の対象にする方策も検

討されるべきである。そして、手当に所得制限を設けなかった代わりに、当該税収増

分を生活費に苦しむ世帯に集中的に傾斜して振り向けるなどの施策を組み合わせるこ

とも必要である。これを一つの制度のなかに盛り込んだものが「給付付き税額控除」

ということであるが、その制度化には紆余曲折が予想される。 

 

(３) 高止まりする失業率と失業の長期化 

   図表12に示したように、2009年に入って雇用環境は急激に悪化している。政府の経

済見通しによれば、2009年度の完全失業率は過去最悪（2002年度）と並ぶ5.4％で 

 

図表12 完全失業率と有効求人倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成。 

                                                                                 

(14) ベーシック・インカム制度は、生活維持に最低限必要な所得をすべての個人に稼働能力調査

や資力調査を行わずに無条件で支給し、生活保護や年金、失業給付など生活保障に関して一定

額を一元的に給付するものである。ベーシック・インカムに関する社会思想史的位置づけや

「福祉国家」と比較した特徴などについては山森亮『ベーシック・インカム入門』（光文社 

2009年）を、また「給付付き税額控除」を含むベーシック・インカムの類型などについては宮

本太郎『生活保障』（岩波書店 2009年）を参照。 
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  （2009年７月には過去最悪の5.7％）、2010年度も5.3％と高止まりする。2009年７～

９月期平均の5.4％をピークにその後やや低下しているが、就職活動を諦めている多

くの潜在的失業者や企業内の余剰人員（雇用調整助成金の利用なども含めて）もあり、

統計上の数値より実態はさらに厳しい。 

   企業の都合で安易に解雇される非正規労働者の増加が急激な雇用環境の悪化をもた

らしていることはいうまでもないが、景気後退で勤務先の企業が倒産し、正社員の離

職者が増えたり雇用契約期間満了による離職者も増加している。労働者のうち退職・

解雇者の割合を示す「離職率」が急上昇し、また、仕事を失ってもなかなかつぎの仕

事が見つからない状況になっている。厚生労働省による調査では2009年のデータでは

じめて離職率と入職率が逆転し、離職率が入職率を上回った(15)。また、もともと非

正規雇用の増加という雇用不安があるなかで失業期間も長期になる労働者が急増して

いる（図表13参照）。同時に、失業保険の給付期限が打ち切られ、生活苦が一段と深

刻になる貧困層も拡大する。 

 

図表13 失業期間別完全失業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 総務省「労働力調査」により作成。 

                                                                                 

(15) 厚生労働省「雇用動向調査」による。 
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   いま政府に求められているのは、労働者がまともな生活ができるための労働政策で

ある。とくに公的領域を重視した雇用の確保が重要である。地方公務員数は1995年以

降連続して減少しており、とくに福祉関係を含む一般行政の職員の減少幅が大きい。

減員は、保育所や老人福祉施設、ゴミ収集業務や清掃業務、学校給食・学校用務業務

さらには病院・水道・交通事業など事務・事業全般にわたる民間委託・民間移譲等の

手法によって引きおこされている。直接住民サービスに影響をおよぼす部門ばかりで

ある。 

   安定的な雇用を創出するためには、福祉・医療・教育・環境などの潜在的な成長産

業を育成する必要がある。 

   そのため、介護事業の待遇改善(16)や地域医療の再生など自治体の公共サービスを

強化し公的領域を重視することで、空洞化した雇用と破壊した生活を蘇生させなけれ

ばならない。それらの領域での現物給付型の公共サービスを強化し、公務員（とくに

地方公務員）の人件費・定員削減路線を止め、増加している仕事量に応じてその増強

をはかるべきである。現在進められている自治体による「つなぎ雇用」では一時的な

救済措置にしかならない。公共サービスの充実強化は直ちに公的雇用を拡大させ、地

域の雇用環境を改善させるため決定的な意味を持つ。自治体の事業を民間委託化する

など市場化政策を進めていけば、職場の労働条件が悪くなるばかりでなく、公共サー

ビスに対する住民の反応（不満）も自治体に伝わらないまま、公務員バッシングの悪

宣伝が公共サービスの劣化をさらに強めてしまうという悪循環から抜け出すことがで

きない。地域住民の生活保障のために公的領域の役割強化と担い手の処遇改善は欠か

せないのである。 

   農業も日本の食糧自給率が低いから、逆にいえば国内市場だけでも拡大の余地を

持った産業である。地場産業を育成し、地域の人々が生涯いきいきとして生活できる

社会を指向しなければならない。グローバリゼーション下で（その進行を制御しなが

ら適切な国際分業の構築が必要であるとしても）、雇用機会の減少する危険にさらさ

れる非大都市圏では、自立的な産業の確立を軸とする地域経済社会の再構築が重要な

カギとなる。 

   そして、派遣労働（労働者の中間搾取）の原則禁止や均等待遇ルールなど労働保護

                                                                                 

(16) 介護職員の離職率が2008年度で18.7％と全産業の14.6％と比べて約４ポイントも高い現状に

ある。介護労働安全センター「平成20年度介護労働実態調査」（2009年７月）および厚生労働

省「平成20年雇用動向調査」（2009年９月）による。 
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規定の強化等で労働者の労働条件を改善し(17)、また、非正規労働者の一層の組織化

が求められる。「雇用を守り労働者とその家族の生活を守るため」労働者の組織的闘

いを通じて、働く者の生活や権利が改善される必要がある。 

 

 

 4. 新政権の予算 

 

(１) 税収見込みを上回った国債発行額 

   鳩山政権は2009年12月25日、2010年度予算を閣議で決定した。政権の誕生が９月半

ばと例年なら編成作業が本格的に始まる時期であったため、いわばハンデを負って手

がけた予算だった。そのうえ普天間基地の移設問題や鳩山首相等をめぐる偽装献金な

どの重大案件もあり波乱含みの予算編成となった。 

   マニフェスト関連経費は、概算要求段階で4.3兆円であったが、その４割にあたる

1.7兆円程度圧縮され計2.6兆円となった。当初年度2.3兆円を要する子ども手当では、

これまでの児童手当を残し自治体と事業主に費用負担を求め国の負担を7,550億円削

減し、また、高速道路無料化の実施地域の限定で１千億円に減額され、ガソリン税の

                                                                                 

(17) 2009年12月28日、労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会は、労働者派遣法改正

に向けた「部会報告」をとりまとめた。労働者派遣法の創設以来の規制緩和の流れを転換する

ものである。 

   「部会報告」の内容は、①常用雇用以外の労働者派遣（登録型派遣）の原則禁止、②製造業

務派遣の原則禁止（例外は常用雇用の労働者派遣）、③偽装請負など違法派遣の際の派遣先に

よる雇用契約申込みみなし制度の創設、④原則禁止となる日雇い派遣の雇用契約期間の拡大

（「30日以内」から「２か月以内」）、⑤「派遣労働者の保護」の法律の名称・目的への明記、

⑥均衡待遇の規定の追記、などである。 

   一方で、派遣先責任の強化や特定労働者派遣事業における届出制から許可制への移行、専門

26業務の見直しなどの取り扱いは先送りとされ、また、「常用雇用」の範囲があいまいで線引

き次第で多くの派遣が「常用」となり派遣禁止の抜け穴となる懸念があること、派遣先企業に

よる事前面接の解禁あるいは登録型派遣の原則禁止まで公布日から最長で５年以内の猶予期間

が設けられていることなど、課題もある。創設当時の専門的な業務に限定したポジティブリス

ト方式化をはかり、労働者保護のさらなる強化と雇用の安定化に取り組むべきであるとする意

見も根強い。 

   労働政策審議会は、2010年２月24日、部会報告の趣旨に即した労働者派遣法改正要綱を妥当

とする答申を行ったが、３月17日の政府の基本政策閣僚委員会で、社民・国民両党の要望を受

け一部が修正された派遣法改正案が固まった。そこでは、「事前面接」を解禁する項目の削除

が確認されたが、さらに法律成立までには修正等も予想される。 



 

－ 63 － 

●
－自治総研通巻378号 2010年４月号－●

暫定税率は事実上維持されることとなった。そのうえ前年度当初比で11兆円増の国債

を発行する。たばこ税の増税もマニフェストにはない。 

   結局、一般会計総額は92兆2,992億円と2009年度当初予算より３兆7,512億円

（4.2％）増え、過去最大規模に膨らむことになった。ただ、2009年度第２次補正予

算後の歳出規模102.6兆円との比較では10.3兆円の縮小となっているから、新年度も

補正予算の編成で規模がさらに膨らむかも知れない。 

   2010年度税収は、法人税の落込みなどで前年度比18.9％減の37.4兆円と見込まれ、

当初段階で40兆円を切るのは1985年度（38.6兆円）以来である。新規国債の発行額は

過去最大の44.3兆円に上り、目標とした「約44兆円以内」（麻生内閣が編成した2009

年度第１次補正予算後の国債発行額44兆1,130億円を下回らせることを意味した）は

概ね達成したといえるが、当初予算段階としては戦後の財政法下で初めて国債が税収

を上回った(18)。財政赤字の持続可能性を測る指標である基礎的財政収支（プライマ

リー・バランス）も一般会計ベースで23.7兆円の赤字となり、それだけ新規の政策経

費を国債で賄わざるを得ない「火の車」状態である。 

   国債残高が2010年度末には637兆円に膨らみその利払いも不安要因である。国と地

方の長期債務残高も862兆円とＧＤＰの1.8倍に達する見通しである（以上について図

表14・図表15参照）。政府は国債金利について予算要求時点に想定していた2.5％程

度を2.0％に引き下げているが、国債の大量発行を受け投資家が将来に不安を募らせ

たら、金利は想定を上回りかねない。0.1％ポイントの上昇で約1,700億円の負担増に

なるとの推計もある。一方で、日本銀行の「国債のマネタイゼーション｣(19)をするこ

とによるインフレの問題を潜在的に抱えている。 

   日本には膨大な個人金融資産や世界随一の対外純資産残高がある一方で、低水準に 

                                                                                 

(18) 補正予算段階では、すでに2009年度第２次補正予算後で国債発行額が税収を16.6兆円も上

回っている。なお、終戦直後の1946年度予算では、度重なる追加後の予算における公債金収入

が345億円であるのに対して税収（専売納付金を含む）が340億円であった。 

(19) 日本銀行による国債の買いオペ等で日銀資産における国債が膨張し、それが担保とされて通

貨増発が生じる。2008年度末における日銀の国債保有額は64.3兆円（うち長期国債42.7兆円）

で、資産総額の51.9％に達している。 
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図表14 財政事情 

◆一般会計歳入歳出予算総表 

（単位：億円） 

2008年度 2009年度 2010年度 
区   分 

決 算 当初予算 第二次補正後予算 当初予算 

税   収 442,673 461,030 （注１）368,610 373,960 

その他収入 117,729 91,510 122,422 106,002 

公 債 金 331,680 332,940 534,550 443,030 

歳 

 

入 

合  計 892,082 885,480 1,025,582 922,992 
 

国  債  費 191,665 202,437 192,515 206,491 

地方交付税等 156,792 165,733 165,733 174,777 

一 般 歳 出 498,517 517,310 667,334 534,542 

 うち社会保障関係費 225,617 248,344 288,069 272,686 

歳 

 

出 

合  計 846,974 885,480 1,025,582 922,992 
 

公 債 依 存 度 39.2％ 37.6％ 52.1％ 48.0％ 

一般会計プライマリー・バランス △ 140,015 △ 130,503 △ 342,035 △ 236,539 

(注１) 税収が公債金を下回るのは1946年度以来。 

(注２) 2008年度決算のその他収入には前年度剰余金受入（27,109億円）及び決算調整資金受入

（7,182億円）が含まれる。 

(注３) 2010年度当初予算の一般会計歳出には、上記の内訳のほか2008年度決算不足補てん繰戻

（7,182億円）が含まれる。 

(注４) 一般会計プライマリー・バランスは、「国債費－公債金」として簡便的に計算したもので

あり、ＳＮＡベースの中央政府のプライマリー・バランスとは異なる。 

 

◆債務の状況 

（単位：兆円） 

区   分 
2008年度末 

（実績） 

2009年度末 

（第二次補正後予算) 

2010年度末 

（当初予算） 

公債残高（普通国債残高) 546程度 600程度 637程度 

 対 Ｇ Ｄ Ｐ 比 110％ 127％ 134％ 

国及び地方の長期債務残高 770程度 825程度 862程度 

 対 Ｇ Ｄ Ｐ 比 156％ 174％ 181％ 

(注５) ＧＤＰは、2008年度は実績値、2009年度は実績見込み、2010年度は政府見通しによる。 

 

(出所) 財務省資料。 
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図表15 一般会計歳出総額・税収・公債発行額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注)1. 2008年度までは決算、2009年度は２次補正予算後、2010年度は予算。 

  2. 財務省資料により作成。 

 

  ある国民負担率（国民所得に占める租税・社会保障負担の割合）という状況(20)を冷

静に見据えたうえであるが、ルールなき財政運営から抜け出し、中長期的な財政再建

目標を設けることが急務である(21)。 

                                                                                 

(20) 2008年度末における個人金融資産は1,409.3兆円で（日本銀行「資金循環統計」）、2008年

末における日本の対外純資産額は255.5兆円である（財務省「本邦対外資産負債残高」）。財

政赤字が国内の貯蓄で消化されたうえで、経常収支黒字の累積から対外資産が増えているので

ある。また、日本の国民負担率は2010年度見込みで39.0％とアメリカ（2007年・34.9％）と同

水準であり、欧州諸国（2007年・イギリス：48.3％、ドイツ：52.4％、フランス：61.2％、ス

ウェーデン：64.8％）よりはるかに小さい（財務省資料）。これは、日本には財政赤字を縮小

するための負担構造を変革する余地があることを示すものである。 

   一方では、市場における国債消化への懸念→資本逃避→円安・インフレ、という財政破綻を

危惧する見方もある（例えば、野口悠紀雄「ついに国債破綻が始まった」『文藝春秋』2010年

３月を参照）。このようなシナリオが直ちに生ずるものと想定し得ないとしても、いずれにし

ても、日本政府は異常な財政赤字から脱却する指針を国民に提示し、財政・税制改革を実施し

なければならない。 

(21) 鳩山政権は、「予算編成の基本方針」（2009.12.15閣議決定）で、2010年前半には、複数年

度を視野に入れた「中期財政フレーム」および中期的な財政規律のあり方を含む「財政運営戦

略」を策定するとして、その際には、①構造的な財政赤字の削減、②中長期的には公的債務残

高の対ＧＤＰ比を安定的に削減させていくことを念頭に検討することとしている。 
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(２) 「コンクリートから人へ｣(22)の真価は？ 

   図表16は2010年度予算を主要経費別に見たものである。 

   「人」に関連する社会保障関係費は2009年度当初比9.8％増の27兆2,686億円と急拡

大し、一般歳出の半分を初めて超えた。子ども手当に国費１兆7,465億円を計上した。

低所得者向けの児童扶養手当は、母子家庭に加え父子家庭にも拡大し、生活保護の母

子加算は2010年度も継続される。医師不足対策として診療報酬を0.19％引き上げる。

プラス改定は10年振りである。医療費700億円分で、そのうち国費を160億円充てる。

診療報酬のなかでも入院医療の報酬単価が3.03％引き上げられる。医療制度の立直し

には患者負担や保険料なども充てられるので、利用者の負担が必ずしも軽くなるわけ

ではない。中小企業のサラリーマンにとっては、加入する協会けんぽの保険料の上昇

の影響も大きい。 

 

図表16 一般会計主要経費別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1. 「エネルギー対策費」が2006年度以降伸びているのは、電源開発促進税を特別会計直入方

式から一般会計繰入方式に変更したことによるものである。 

  2. 恩給関係費、食料安定供給関係費、その他の事項経費、予備費は掲載していない。 

  3. 2009年度予算の「経済金融対応予備費」（１兆円）、2010年度予算の「経済危機対応・地

域活性化予備費」（１兆円）と「平成20年度決算附則補填繰戻」（7,182億円）は計上して

いない。財務省資料により作成。 

                                                                                 

(22) 2009年10月26日の鳩山由紀夫首相による臨時国会での所信表明演説。 
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   介護の給付には、前年度比1,104億円増の２兆803億円を計上した。一方、介護予防

事業は176億円（前年度261億円）と大幅に削られた。 

   雇用対策では、非正規労働者が雇用保険に加入しやすくする適用基準の緩和（非正

規労働者の加入要件を「６ヵ月以上の雇用見込み」から「31日以上」に拡大）に伴う

負担として129億円を盛り込んだ。雇用維持対策では、企業に休業手当の一部を助成

する雇用調整助成金の予算として、労働保険特別会計で7,452億円を確保し、前年度

当初の581億円に比べて12.8倍に増やした。一般会計の雇用労災対策費は3,367億円と

前年度当初予算比74.1％増とした。どの施策も雇用の活性化というより雇用の維持・

確保に力点を置いているとの見方もあり、雇用環境の抜本的な改善につながるかは不

明である。 

   「コンクリート」の代表格である公共事業関係費は2009年度当初比18.3％減の５兆

7,731億円と1978年以来の６兆円割れ。ピークだった1998年度の約４割の水準に落ち

込んだ。削減率では小泉政権下の2002年度当初予算の10.7％をはるかにしのぐ過去最

大のものとなった。 

   また、民主党の重点要望を反映して、自治体が道路・治水・下水道など幅広い分野

の社会資本整備に自由に使える交付金制度を創設し、自治体への補助金は原則として

廃止される。国土交通省所管分は「社会資本整備総合交付金」（仮称）で、既存の交

付金１兆1,000億円を統合し２兆2,000億円の規模になる。農林水産省所管分でも、

1,500億円の「農産漁村地域整備交付金」（仮称）が創設される。交付金化でも、自

治体が申請し国が許可をするという関係は変わらず、基本的には補助金と同様である。

そのうえ、公共事業に使途が限定されており自治体の自主財源強化とはほど遠い。 

   公共事業費の大幅削減で、「コンクリートから人へ」もそれなりに実行に移した形

であるが、中小建設業者が打撃を受けるなど、地方経済に深刻な影響を与えることが

避けられない。現下の経済環境であるならば、インフラ投資を産業活性化や景気浮揚

の起爆剤とせざるを得ない地域経済の実態を踏まえ、人口構造の変化に即応した保育

所や介護施設などの投資あるいはバリアフリーの街づくり事業等に積極的に取り組む

という選択もある。 

   文教及び科学振興費は2009年度当初比8.2％増の４兆2,538億円に急増した。高校の

実質無償化の費用として3,933億円を計上した。公立小中学校の教職員定数5,500人増

の要求に対して4,200人増で決着した。新年度は子どもの数に応じた自然減を考慮す

れば、新年度は300人の純増となる。純増は2003年度以来７年振りである。ただ、後
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述するように、国際比較でも日本の教員一人が担当する学級規模が大きい状況には変

わりはない。 

   防衛関係費の総額は、前年度比0.3％増の４兆7,903億円である。在日米軍再編関係

では、在沖縄米海兵隊8,000人のグアム移転経費は、前年度比126億円増となる472億

円。在日米軍駐留経費の一部を肩代わりする「思いやり予算」には1,706億円を計上

した。 

   主な装備では、海上自衛隊最大規模の新型護衛艦に1,208億円、老朽化した74式戦

車の代替となる新戦車は13両で187億円、地上配備型迎撃ミサイル（ＰＡＣ３）は、

追加配備につながる改修費として639億円などを計上した。 

   注目された農家の戸別所得補償では、新年度からはコメを対象に全国一律のモデル

事業を行い、関連事業も含めて5,618億円の予算を計上した。財源を捻出するために

土地改良事業予算は半減される。 

   政府が定めたコメ生産数量目標に即して生産する販売農家に生産コストと販売価格

の差額を支給する。したがって、コメ余りを防ぐ生産調整（減反）政策の側面もある。

期待した効果を発揮すれば、参加者の増加からコメの需給が締まり、販売価格の下落

による農家への補填が少なくて済むことになる。また、この制度に参加するすべての

コメ農家には、米価基準にかかわらず、全国一律の定額補償として10アール当たり１

万５千円が支払われる。この定額部分は過去数年平均での標準的な生産コストと標準

的な販売価格との差額から算出されている。 

   全国一律の定額補償では不利な条件でコメを作る生産者の努力が報われないのでは

ないか、制度設計の全容が定まらないままコメに限り実施すれば食料自給率の向上に

必要な小麦や大豆への転作にブレーキがかかるのではないかなど懸念する声もあり、

制度が狙い通りに機能するか未知数との見方が少なくない。 

   高速道路の無料化について、国土交通省の概算要求では6,000億円の要望であった

が、予算では1,000億円に圧縮された。高速1,000円乗り放題など現在の割引制度を見

直して財源を確保する予定である。高速道路は道路利用料ではなくすべて税金で賄う

ほどの公共性を持っているのかあるいは高速道路無料化が地域の鉄道やバス経営に与

える影響など、公共交通を含む全体の交通システムのなかで検討されるべき問題を抱

えている。 

   地方財政では、2010年度の地方税収が景気後退を受け32兆5,096億円と前年度当初

比マイナス10.2％となっている。税収の落込みを他の財源で補い、地方財政計画は82
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兆1,200億円で前年度比0.5％減と下げ幅を微少にとどめた。地方交付税は自治体への

配分額で16兆8,935億円と、2009年度比１兆733億円の大幅増となった。１兆円超の増

額は11年振りである。地方交付税の増額が逼迫する地方財政の好転につながるか不透

明であり、地方側は税収減の穴埋めに追われ引き続き厳しい財政運営を強いられる

（図表17参照）。 

   地方交付税の増額は、「地域活性化・雇用等臨時特例費」として新たに9,850億円

が加算されたことが大きい。ただし、そのうち5,000億円は前政権が2009年度予算で

計上した「地域雇用創出推進費」（2010年度は廃止）の看板を掛け替えたもので実質

的な加算は4,850億円にとどまる。この特別枠の新設で、地方の一般歳出は66兆3,200

億円と３年連続の増加となっている。 

   地方財政の財源不足額は、図表18に示したように、約18兆2,200億円と過去最高に

なる見通しで、一般財源（2009年度より3,300億円増の59兆4,100億円）を確保するた

めに発行する臨時財政対策債（臨財債）は約７兆7,100億円まで急増する。一般財源

比率は72.3％と昨年度の71.6％より上昇するが、地方債依存度も16.4％と昨年度の

14.3％から2.1ポイント上昇している。このような地方債務の膨張は、さらなる自治

体の歳出（人件費）削減圧力になることも懸念される。 

 

図表17 地方財政計画と地方税収および地方交付税（当初計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 総務省資料により作成。 
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図表18 地方財源不足額（経常収支分）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 総務省資料より作成。 

 

   債務残高が肥大化するなかで、税源移譲や交付税率の変更という国と地方の財源配

分のあり方とあわせて、住民が期待する行政サービスとそれを賄う税負担について抜

本的な検討が必要になっている。 

   予算編成の理念に、「コンクリートから人へ」を掲げ、公共事業の削減率を過去最

大とする一方、社会保障は手厚く配分した。そのような資源配分自体は評価し得るも

のであるが、恒久財源の確保を先送りしている点や新たな経済危機対応・地域活性化

予備費（１兆円）や「非特定国庫債務負担行為」（同）が補正予算で流用される懸念

もぬぐえないので、「コンクリートから人へ」の真価はまだ見えない。国庫債務負担

行為は国債発行を裏付けとして、複数年度にわたる事業契約を認めるものである。５

年ほどかけて予備費などから分割返済していく仕組みで、単年度の負担が小さくなる

が支払いが長期におよぶ。 

   財務省原案が見送られた代わりに、民主党の重点要望が事実上の財務省原案の役割

を果たした。予算編成過程で目立ったいわゆる「政治主導」の内実は必ずしも明らか

ではない。自治体や各種団体からの陳情を一元管理し、選挙を優先した「信賞必罰」

の手法が随所に見いだせる。マスコミの報道によれば、土地改良事業費の削減、医科

を上回る歯科の診療報酬改定などが選挙色の強いものと見られている(23)。そのよう

                                                                                 

(23) 「朝日新聞」2009年12月26日、同2010年２月１日を参照。 
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な自民党政権と変わらない手法で果たして国民生活上の優先課題に応えることができ

るのかその保証はない。 

   政府の行政刷新会議は、事業の必要性を公開の場で検証するために、いわゆる事業

仕分けの手法を予算の概算要求の見直しで導入した。約３千の国の事業のうち447事

業を対象に、予算計上の見送りや予算縮減などの結論を省庁に突きつけ、経費の無駄

遣いにメスを入れようとした。同会議は、事業仕分けによる予算への反映として、概

算要求段階から見て約9,692億円の歳出削減と公益法人や独立行政法人の基金の国庫

返納などで１兆269億円の歳入確保があったとしている(24)。 

   初の事業仕分けは、従来の財務省主計局と各省庁間の予算査定過程を透明化するこ

とで、税金の使われ方に国民の広い関心を引き寄せた画期的な試みだったとはいえる

が、その一方で、実質的な政策判断を行う際の選定基準や仕分け作業の結論が予算編

成に反映されるまでの経緯が分かりにくいことや当座のコスト削減や効率性一本槍に

なってはいないかなど問題も指摘されている。また、防衛やマクロ経済などにかかわ

る国の基本政策は、もともと政権が大きな道筋を示しておくべき政治的課題であるこ

とはいうまでもない。 

 

 

 5. 「所得控除から手当へ」 

 

(１) 子ども手当と高校実質無償化 

   子ども手当や公立高校の実質無償化など民主党のマニフェストで目玉政策とされた

項目が盛り込まれ、「所得控除から手当へ」に向けて大きな一歩を踏み出した。 

   中学生までを対象に実施される子ども手当を年31万２千円（2010年度はその半額）、

高校無償化では公立高校の場合11万8,800円を支給する。いずれもマニフェスト通り

所得制限なしで実施する。 

   その財源の一部は所得控除の縮小で賄われる。子ども手当を支給する財源として、

15歳以下を対象とした扶養控除（所得税38万円、住民税33万円）を廃止し、また、高

校無償化の財源に充てるために、高校・大学生世代が対象の特定扶養控除のうち、高

校生部分（16～18歳）を63万円から38万円（住民税では45万円から33万円）に圧縮す

                                                                                 

(24) 行政刷新会議（第５回）、財務省資料（2010年１月12日）による。 
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る。扶養控除廃止は2011年分所得から、住民税は2012年度から適用される。 

   子ども手当では、財政難のもとで、小学生までの分について2010年度については児

童手当を併給し自治体と企業の負担を残すため子ども手当に現行の児童手当を埋め込

む苦肉の策がとられた（図表19参照)(25)。2011年度以降の地方負担や企業負担のあり

方は今後の検討にゆだねられた。 

   2010年度予算で総給付費は２兆2,554億円と見込み、うち国費の１兆4,980億円と地

方負担の6,138億円で賄われる（事業主負担は1,436億円）。国が負担する事務費

（166億円）と子ども手当および児童手当特例交付金（2,337億円）を含む国の負担額

は、一般会計ベースで１兆7,465億円である。2010年度の子ども手当は市町村を通じ

て2010年６月にも支給が始まる予定である。 

   高校無償化では、公立高校生について授業料を不徴収とすることで国と自治体が肩

代わりをする。私立高校には生徒一人当たり11万8,800円（公立高校授業料相当額）

の就学支援金を国が支給する（図表20参照）。年収350万円未満の世帯の生徒には約

６～12万円を加算して家庭の負担を軽減する。事業費は4,243億円で、うち3,933億円

を国の予算に計上し、自治体は約300億円を負担することになった。 

 

     図表19 子ども手当財源のイメージ（2010年度） 

 

国 

 

国 

小学生まで 中学生

 
     (注) 中学生以下の子ども一人当たり月２万６千円（2010年度は半額）を支 

       給する。 

        2010年度については、小学生までの子どもがいる世帯には、月５千～ 

       １万円の児童手当が暫定的に併給され、それを月１万３千円の子ども手 

       当の一部として支給する。 

        小学生までの分について自治体と事業主の負担が残る。 

 

                                                                                 

(25) なお、2009年度予算で約１兆円となっている児童手当の財源は、国2,690億円、地方5,680億

円（道府県・市町村で折半）のほか、事業主1,790億円（厚生年金保険料とともに納付）で賄

われている。2010年度では、地方6,100億円、事業主1,450億円の負担が残る見込みである。 

事業主 地方国 児童手当分
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     図表20 高校の実質無償化のイメージ 

 

  
私立 

低所得加算 

11万8,800円 私立 

低所得加算 

5万9,400円 

 

   

            年収      250万円     350万円 

 
 

 

 

 

 

(２) 受益と負担の所得階層別の変化 

   扶養控除等の廃止・縮小（図表21参照）による増収効果は約１兆円にとどまり、

2011年度から倍額の月２万６千円で本格実施する子ども手当（5.3兆円）と高校無償

化（0.45兆円）に要する財源には大きく不足し、事実上借金で将来につけ回したこと

となる。 

   「控除から手当へ」をめぐって受益と負担の所得階層別の変化を検証することにす

る。 

   図表22は住民税の増税効果が現れる2012年時点で扶養控除の縮小に伴う所得課税負

担の増加状況を示したものである。所得控除額の縮小は高額所得者の負担を重くする

効果を持つため、高所得者に有利な所得控除から手当に移行することは評価し得る。

もっとも近年の累進構造のフラット化がなかったならば、その効果はもっと大きく

なっていた。 

   図表23は、子ども手当と高校無償化を加味して家計における可処分所得の増加状況

を給与所得階級別に試算したものである。可処分所得の変化額は、子ども手当および

高校無償化による分から所得課税負担の増額を控除して算出した（試算の前提は同図 

23万7,600円

17万8,200円

11万8,800円

公 立

授業料

相当額

(注) 公立高校生について授業料を不徴収とすることにより無償化を行

い、私立高校生等には年額11万8,800円を上限とした就学支援金を

支給する。 

   低所得世帯については、所得に応じて５万9,400円～11万8,800円

を追加支給する。 
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図表21 扶養控除等の廃止・縮小 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 増税見込み額（平年度ベース）は以下の通りである。 

  ・（年少）扶養控除（15歳以下）の廃止＝所得税5,200億円、住民税4,000億円。 

  ・特定扶養控除の一部（16～18歳）縮減＝所得税1,000億円、住民税400億円。 

 

 

図表22 所得課税負担額の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1. 夫婦子二人（高校生＋中学生以下）で働き手一人の給与所得世帯。 

  2. 年少扶養控除（15歳以下）を廃止するほか、特定扶養控除（16～18歳）の上乗せ分を廃止

し38万円とする。 



 

－ 75 － 

●
－自治総研通巻378号 2010年４月号－●

図表23 給与収入階層別に見た可処分所得額の変化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1. 「可処分所得額」の変化は、子ども手当および高校無償化による分から所得課税負担の増

額を控除して筆者が試算した。 

  2. 夫婦子二人（高校生＋中学生以下）で働き手一人の給与所得世帯。 

  3. 年少扶養控除（15歳以下）を廃止するほか、特定扶養控除（16～18歳）の上乗せ分を廃止

し38万円とする。 

  4. 子ども手当年31.2万円（2010年度はその半額支給）、高校無償化の分11.88万円として算

出。 

 

  の注に示した）。 

   今度の財源手当が手当給付等に要する費用の一部にとどまっていることもあり、ど

の階層でも手取額が増えることになるのはある意味では当たり前であるが、とくに低

所得者ほど金額が多くなる。税負担の増加と手当導入（子ども手当と高校無償化）と

をあわせたトータルの効果は収入が上がるにつれて小さくなる。ただ、子ども手当に

ついては、2010年度に半額支給となることやこれまで一定水準の所得制限内の家計に

給付されていた児童手当分を考慮に入れると、この可処分所得の増加効果は割り引い

てみる必要がある。 

   なお、廃止されるこれまでの児童手当では所得制限があったので、高所得で児童手

当を受けていない世帯にとっては子ども手当による恩恵が大きい。また、児童手当の

対象外であった中学生の子どものいる世帯では手取額がさらに増える。 
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(３) いくつかの問題点 

  ① 保育施設の整備など、女性の仕事と家庭の両立を助けるため手当以外の子育て政

策をどうするかが重要であり、保育環境の整備や働き方の改革（雇用形態による労

働条件の格差や長時間労働の解消、男女平等等）など枠組み全体で考える必要があ

る。待機児童数は、政府が把握しているだけで2009年４月時点においては約２万５

千人であるが、とくに低年齢児が全体の81.9％を占めており、そのうちとくに１・

２歳児の待機児童数（１万７千人）が多い（図表24参照）。また、認可外施設にい

る約18万人も多くは認可施設への転入を待っている状態である。育児休業後復帰す

るための保育施設が絶対的に不足しているのである。また、大都市圏を抱えた地域

などで保育環境がより深刻になっている（図表25参照）。不況の影響による共働き

世帯の増加もあり潜在的な待機児童数は政府が把握しているデータよりはるかに多

い。子ども手当を受け取った人が貯蓄に回すだけに終わらせないためにも（つまり

手当が消費刺激効果を発揮するためにも）、保育制度・学童保育の充実など現物

サービス給付の拡充など子育てのための環境整備をパッケージにすることが欠かせ

ない(26)。 

  ② 高校無償化では、特定扶養控除（16～18歳）が廃止されるので、子どもが高校に

通っていないこれらの世帯では高校無償化の恩恵がないため負担の増加のみとなる。

文部科学省によると、通学も就労もせず親族に扶養されている割合は全体の1.4％

で約1.6万人いる(27)。また、すでに都道府県による減免制度で授業料を実質的に負

担していない世帯にとっては、今度の制度改正の恩恵はなく、税負担のみが増える

ケースもある。これらの負担増に対するきめ細かな対応策が求められる。 

                                                                                 

(26) 2010年１月29日に、政府は子育て支援に関する今後５年間の取り組みをまとめた「子ども・

子育てビジョン」を閣議決定している。鳩山政権が初めて打ち出す包括的な子育て支援策で、

2014年度までに夜間保育施設を200か所増やすことなど、約40項目におよぶ数値目標を明記し

た。数値目標としては、①認可保育所の定員を215万人から241万人に増やす（うち３歳未満児

向けの定員を75万人から102万人に増やす）、②親の仕事中に小学生を放課後の教室などで受

け入れる「学童クラブ」の定員を30万人増やす、③幼稚園と保育所の機能を備えた「認定こど

も園」を５倍以上の2,000か所に増加、④病児・病後児保育を現在の延べ人数31万人から200万

人に増加 ― などを掲げている。 

   これらの量的拡大に伴う追加所要額は2014年度で約7,000億円と試算し、さらに、認可保育

所の利用料１割とし育児休業給付の給付率80％とするなどの制度見直しに伴う追加財政支出は

年間8,900億円と見込んでいる。したがって制度改善を含めた追加コスト約1.6兆円と推計して

いる（いずれも施設整備費を除く）。実効性を担保する財源確保が課題となる。 

(27) 「日本経済新聞」2009年12月25日 
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    図表24 年齢区分別の待機児童数 

 
 2009年利用児童数（％) 2009年待機児童数（％) 

低年齢児（０～２歳) 709,399人（ 34.8％) 20,796人（ 81.9％) 

 うち０歳児 92,606人（ 4.5％) 3,304人（ 13.0％) 

 うち１・２歳児 616,793人（ 30.2％) 17,492人（ 68.9％) 

３歳以上児 1,331,575人（ 65.2％) 4,588人（ 18.1％) 

全年齢児計 2,040,974人（100.0％) 25,384人（100.0％) 

    (注) 厚生労働省「保育所待機児童数の状況」により作成。 

 

図表25 全国待機児童マップ（都道府県別・2009/４/１ 厚生労働省） 
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    これまでの都道府県による授業料減免制度を拡充することや給付型の奨学金制度

を整備するといった方法もあり得る。また、義務教育でも保護者は図書・学用品

費・遠足費・児童会費・ＰＴＡ会費等の諸費用を負担しており、「教育の無償」が

有名無実化している実態があるので(28)、学校生活そのものを保障するような教育

費における公費負担割合の引上げが必要となる。生活保護の教育扶助や就学援助を

強化する施策など、政策のプライオリティが高いと思われるものもある。 

    また、図表26に示したように、教員一人が担当する学級規模が公立小学校でＯＥ

ＣＤ平均が21.4人に対して日本は28.1人、公立中学校でＯＥＣＤ平均が23.4人に対

して日本は33.0人と日本の学級規模は大きく、劣悪な職場環境と多忙な勤務形態な

どを改善するためにも教職員定数の増強が求められる。 

  ③ さらには、手当給付（受益）の財源を確保するために所得税の扶養控除等の縮小

（負担）が結びつけられているが、累進税率の強化による税源確保も選択肢にあり 

 

図表26 学級規模の国際比較（2007年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) OECD, Education at a Glance 2009 : OECD Indicators. 

   What is the student-teacher ratio and how big are classes? 

                                                                                 

(28) 文部科学省の「子どもの学習費調査」（2008年度）によれば、学校に納める教育費（学校給

食費を除く）は、公立小学校で一人当たり約5.6万円、公立中学校で約13.8万円である。 
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   得る。法人課税を含む不公平税制の是正、垂直的な負担公平を満たす所得・資産課

税の充実強化といった全体の税制改革が行われ、再分配機能を強く働かせるなかで

財源調達機能の強化が位置づけられるべきである。 

 

 

 6. おわりに 

 

 これまで述べてきたことを簡単に要約することとしたい。 

 第一は、資本の過剰蓄積と投機マネーの膨張にかかわる視点である。 

 世界の金融・経済危機は外需依存型構造にあった日本経済に大きな打撃を与えた。需要

の急激な縮小で製造業の過剰生産能力が顕在化し、企業の設備投資の停滞がさらなる雇用

破壊をもたらした。また、社会の需要を左右する消費能力は労働者の所得によって規定さ

れるから、賃金の大幅な減少傾向がこの資本過剰状態を構造的なものにせざるを得ない。

その過程で生ずる需給ギャップは、関連企業の輸出増加や政府の需要刺激的な経済対策に

頼ることで解消できるような性格のものではない。同時に、先進諸国経済の産業企業は需

要停滞と遊休設備能力を抱え、実体経済では吸収しきれない過剰貨幣資本が累積し、その

ため自己増殖の機会を求める投機マネーが跋扈することになる。それが実体経済の激しい

変動を惹起し、世界規模での信用崩壊と経済収縮を生じさせた。 

 第二は、日本のデフレ経済と労働者の貧困の問題である。 

 日本の経済危機が史上最高の企業利益と非正規雇用の拡大（低賃金）といういわば資本

主義の原理的な要請に忠実な経済過程（資本蓄積構造）のなかで生じているのであるから、

「格差」拡大や貧困の問題にはこの市場経済化の圧力に呼応した経済的なメカニズムが通

底して存在していることを銘記しなければならない。 

 労働者の貧困に伴う内需の落込みが経済危機やデフレ経済の原因となり、また、そのた

め日本は働いても貧困から抜け出せない深刻なワーキングプアの社会になっているのであ

る。経済危機は低すぎる賃金水準や労働者待遇のあり方に起因するものであり、政府が税

と社会保障給付などで所得再分配機能を発揮する以前の働き方自体の問題に絡んだもので

ある。 

 政府による後追いの失業対策や経済対策は、積み上げられている大企業の内部留保に注

目すれば、雇用を確保し労働者の生活を守る企業の責任を放免し、対策の後始末のための

税負担増となって国民に転嫁させかねないものである。日本では低水準にある子育て支援
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を含む家族関連の社会支出を増やす必要があるとしても、劣悪な働き方を原因として生じ

ている貧困問題を政府の現金給付など税財源の投入で取り繕うことは、労働・雇用問題に

おける企業責任を財政負担に転嫁するものにしか過ぎない。また、労働者が直面している

生活の窮状を財政で糊塗するやり方は財政の負担を無制限に膨張させるばかりで持続可能

性を持たないことはいうまでもない。 

 第三は、公共サービスの充実強化と公的雇用の拡大についてである。 

 介護事業の待遇改善や地域医療の再生など自治体の公共サービスを強化し公的領域を重

視することで、空洞化した雇用と不安定な国民の生活を蘇生させることが求められる。そ

れらの領域での現物給付型の公共サービスを強化し、とくに地方公務員の人件費・定員削

減路線を止め、増加している仕事量（あるいは潜在的なニーズ）に応じてその増強をはか

るということである。公共サービスの充実強化は直ちに公的雇用を拡大させ、地域の雇用

環境を改善させるために決定的な意味を持つ。そして、子ども手当を受け取った人が貯蓄

に回すだけに終わらせないためにも、保育制度・学童保育の充実など現物サービス給付の

拡充など子育てのための環境整備をパッケージにすることが欠かせない。 

 最後に、自治体財政を含む財政基盤を強化することが求められる。 

 地方財政の債務が肥大化し、自治体が果たすべきこのような地域雇用と公共サービスの

確保という役割を十分発揮できない状況にある。税源移譲や交付税率の変更という国と地

方の財源配分のあり方をめぐって「三位一体改革」で奪われた地方財源の回復とその拡充

が課題となる。さらには、住民が期待する行政サービスに要する経費を賄うため、低水準

に抑えられている資本と富裕者による公的負担を高めるなど負担構造に係る抜本的な改革

を行い財政基盤を強くしなければならない。あわせて、雇用の破壊に伴う労働者の所得逸

失が所得課税や社会保険料の収入減を通じ財政基盤の脆弱化をもたらし、また多くの労働

者の社会保障制度からの排除を引きおこしている現状も見逃せない。 

（たなか のぶたか 岩手県立大学総合政策学部教授） 
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